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1. 背景 
統合失調症患者が一般人口に比べて暴力傾向にあるということは、これまでにも多くの検討がな
されている(Walsh et al., 2002)。しかし統合失調症と暴力との関係についてはさまざまな議論が存
在する(Monahan, 1992 Amore et al., 2008 Vevera et al., 2005 Soliman et al., 2001)。一方で統合失
調症患者の暴力のリスク要因についての研究も多く(Walsh et al., 2002 Monahan, 1992 Amore et ql., 
2008 Vevera et al., 2005 Soliman et al., 2001 Skegg, 2005)、男性、経済的な困窮、単身者、独居、
若年者は暴力のリスクとされる(Amore et al., 2008 Skegg, 2005)。これらの研究は自傷行為、他害行
為を「暴力」として包括して論じているもの、または、これら 2 つの行為どちらかについて論じている
ものは多いが、自傷行為についての報告は、他害行為についての報告に比べて少ない(Amore et 
al., 2008 Soliman et al., 2001Barak et al., 2008)。暴力と統合失調症の関係を解き明かす中で、自
傷行為と他害行為を同時に検討することは必要であると考えられる。 
実際、Soliman らは、暴力を他害行為という側から調査し、暴力傾向のある患者と、暴力傾向の
ない患者を対象にそれぞれの患者の人口統計学的背景や暴力の出現時間帯、さらに過去の患者
の経歴などについて比較検討している(Soliman et al., 2001)。 
一方、自傷行為という側からはWitt らの報告があり、「統合失調症患者の自傷行為と他害行為との
間およびその関係を検討した研究は少数である」とした上で、同じような検討を加え、自傷をほのめ
かす言動(suicidal threats)が暴力(他害行為)と最も相関すると結論づけている(Witt et al., 2014)。 
ここで自傷行為のリスク要因として挙げられているのは女性、離婚、両親に精神疾患があること、
低収入、低い教育水準、社会的に低い地位、若年者、単身者であり (Skegg, 2005)、他害行為のリ
スクについては、男性、物質使用歴、併存診断があること、過去の暴力歴、合併症や物質使用歴
があること、若年者、単身者が挙げられている(Soliman et al., 2001 Bo et al., 2011)。 
 一方で、救急急性期医療の視点からは、救急医療を受診する精神障害者の動向や特徴につい
ての報告が、一般の救急病院や、大都市の総合病院、大学病院、地域医療の拠点病院から挙げ
られており(Pandya et al., 2009 Guzzetta et al.,2010)、統合失調症患者の背景を調査し、それにつ
ながる治療方法や、地域での医療の展開についての提言をしている。しかし、やはり暴力を自傷と
他害に分け、統合失調症に絞ってその背景を個別に検討した報告は、救急急性期からの報告で
も見当たらない。そこで、本研究では、統合失調症の急性期におけるこれら患者の人口統計学的
背景を明らかにし、自傷行為、他害行為至るリスク要因を調査することを目的とする。 
 
2. 方法 
 大都市近郊に在所する公立の精神科救急医療病院に 2001年 4月 1日から 2011年 3月 31日
までに入院となったすべての患者の中から、初回の入院加療の対象となったすべての統合失調症
患者を抽出した。なお、診断には ICD-10 の統合失調症の診断基準を用い、全例がその基準を満
たしていた。この病院は 1985 年に創設された、日本で最初の精神科救急急性期医療に特化した
施設である。 
本研究はヘルシンキ宣言に則り実施され、わが国の文部科学省並びに厚生労働省の定めるとこ
ろの疫学研究の指針に沿って行われている。また、本研究は、同公立病院の倫理審査委員会およ
び、千葉大学大学院医学研究院倫理審査委員会の承認を得ている。なお、本研究実施にあたり、
他の研究者らとの間には、利益相反はない。 
  
<データの収集と評価> 
先行研究を参考に、研究参加者の診療録から初回入院時に見られた自傷行為および他害行為の
有無、各行為に影響する人口統計学的因子を抽出した。抽出した人口統計学的因子は、年齢、
性別、学歴、就労 (就労 (主婦等の家事を含む)、非就労の別)、同居家族の有無、婚姻関係であ
る。これに加えて、本研究では独自に、診察費用、診察形態、精神科通院歴、初発からの期間の
情報を収集した。本研究の自傷行為の定義は先行研究にならい、①希死念慮、②脅迫、③身体
的治療を要する企図とした(Skegg, 2005 Witt et al., 2014)。また、他害行為についても同様に先行
研究にならい、①他者への身体的暴力、②器物損壊、③威嚇などの暴言とした(Sokiman et al., 
2001)。 
本研究では、学歴の項目については、本邦にあっては、中等教育を修了し、高等教育に進学す
るものが 2001 年以降では常に 50％%以上で推移していることから、「高卒以下、すなわち後期中
等教育を修了している」か、「専門・大学卒以上、すなわち高等教育を修了しているか」を境界とし
て分類している。また、診療形態および診察時の費用については、本邦の精神保健及び精神障
害者福祉に関する法律を参考に、診療形態については、「通常の救急外来診察、措置診察（行政
の命令に基づく診察）、緊急措置診察（行政の命令に基づく緊急診察）、応急、任意」の区分を使
用し、診察時の費用については、「健康保険を使用、生活保護、措置診察費、自費診療、不明」の
区分を採用している。 
 
<統計学的分析> 
 このように集計したデータについて、年齢については一元配置の分散分析と Bonferroni の方法
による多重比較を行った。それ以外の項目については、χ2 検定を行なった後に、残差分析を行っ
た。なお、統計学的解析には、SPSS for Windows 22.0.0 を使用し、有意水準は、両側検定にて
p<0.05 とした。 
 
3. 結果 
 本研究の対象となったのは 383名(35.0 ± 12.3歳)であり、男性 216名(33.0 ± 11.0歳)、女性 167
名(37.6 ± 13.3歳)であった。これら対象者を以下の 4群、すなわち、HTO群「自傷行為、他害行為
がともにある群」93人(24.3%)、HT群「自傷行為があるが、他害行為がない群」36人(9.4%)、HO群
「自傷行為がなく、他害行為がある群」129人(33.7%)、NH群「自傷行為、他害行為がともにない群」
125人(32.6%)に分類した。 
各群の特徴を人口統計学的因子に分析したところ、年齢については、HTO 群と HO 群の間で有
意差が見られ[F(3,379) = 3.491 p < 0.05)]、HTO群の方がHO群よりも有意に若いことが分かった。
それ以外の因子で 4群間で有意差は見られたものは性別(χ2 = 8.947, df = 3, p < 0.05)、就労の有
無(χ2 = 10.161, df = 3, p < 0.05)、初発からの期間(χ2 = 58.7, df = 30, p < 0.001)、受診形態(χ2 = 
43.049, df = 3, p < 0.001)、受診費用(χ2 = 43.048, df = 3, p < 0.001)であった。学歴、婚姻関係、同
居家族の有無、過去の精神科通院歴では有意な差は見られなかった。 
続いて、カイ二乗検定で有意差が出た各項目に対して残差分析を行った。その結果、「性別」に
ついて、男性が女性よりもHTO群(r=3.6)とHO群(r=8.2)で有意に多く、NH群では、反対に女性が
男性よりも有意に多い(r=13.5)ことがわかった。「職の有無」については、有意差は見られたが、4群
間では群間での多少は述べることができなかった。「受診時の費用」については、HO 群で、「行政
の命令に基づく診察)」の項目が有意に多く(p<0.01, r=3.7)、NH 群では有意に低い(p<0.01, r= 
-3.4)ことがわかった。また、NH 群では、自費診療の者が有意に多かった(p<0.01, r=2.0)。「診察形
態」については、HO群で措置診察が行われることが有意に多く(p<0.01, r=3.4)、NH群では、措置
診察が行われることが有意に少なく(p<0.05, r= -2.5)、緊急措置診察についても有意に少ない
(p<0.05, r= -2.0)ことが分かった。「初発からの期間」については、HO群では「初発から 6 ヶ月以内
の者」が有意に多い(p<0.05; r=2.8)ことがわかった。また、HT 群については、初発からの期間にお
ける「初発から 1週間以内」の者が有意に多い(p<0.01, r=3.6)ことがわかった。 
 
4. 考察 
精神科救急を受診した統合失調症患者について、その受診事由を「自傷他害」の有無に基づ
いて 4群に分類してその特徴について検討した。 
まず、自傷行為については、若年者がリスク因子であるという指摘があるが(Skegg, 2005; Bo et 
al., 2011)、本研究においては、明らかな傾向は述べることができなかった。 性別では、他害行為
のみがある群で男性が多く見られたが、これは、男性は他害行為のリスク因子であるという先行研
究と(Amore ら, 2008;  Guzzetta et al., 2010)と一致することが考えられた。その他の因子、経済状
態、居住状態、学歴、就労状況については、自傷行為では有意差が見られなかった。自傷行為の
みがある群では、患者は発症後 1 週間以内に入院していた。先行研究(Amore et al., 2008 
Colasanti et al., 2008 Foley et al., 2008)において、Colasantiらは、暴力傾向がある統合失調症患者
の 50％は入院直前の暴力行為が原因で入院していると述べており、Amore らは、入院となった統
合失調症患者による他害行為の 60％は入院に 1 か月前に見られていたことを述べている。さらに
Foleyらは、初発の統合失調症患者の入院前後2週間の症状を調査し、33％の患者は病院を受診
した時に暴力が見られ(Foley et al., 2005)、言葉による暴力が見られても、身体的な危害を加える
暴力は見られなかったことを報告している。統合失調症患者の他害行為は、発症後極めて短い間
に生じることが示唆される。他害行為のみの群が、自傷のみの群よりも平均年齢が高いこと、男性
が女性よりも多いことは先行研究と一致した(Amore et al., 2008)。ただ、報告によっては男女の差
はないとの報告(Soliman et al.,2001)もあることから、男性の他害行為は、自傷行為が併存していた
としても、他害行為の方に焦点が当てられている可能性が否定できない。 
 措置診察(診察命令に基づく強制的な診察)については、措置診察は、「他害行為のみがある
群」でのみ有意に多かった。自傷行為がある群、自傷行為も他害行為もない群では有意に少なか
ったことから、本邦では、措置診察は他害行為があると行なわれることが多いことが示唆された。こ
れは、非同意入院と暴力行為との関係を述べた Foley らの報告と類似しているものと考えられる
(Foley et al., 2005)。また、患者の暴力行為を自傷行為と他害行為に分けて考えると、行政は自傷
行為よりも他害行為を重視し、その結果が非自発的入院につながることが示唆されたといえる。自
傷行為と他害行為を分ける意義について、今後他の因子が影響しているかどうかについて、さらに
詳細な検討が望まれる。なお、本研究では、初回入院患者に限定して調査を行ったが、これは、複
数回入院している患者の示す暴力行為と初回入院の患者の示す暴力行為との違いが存在するこ
とが否定できなかったためである。今後は、複数回の入院患者について自傷行為、他害行為に至
る傾向など、さらなる調査が行われることが求められる。 
本研究では、精神科単科でありかつ救急の医療施設での調査であるため、結果の一般化は慎
重にすべきである。今後は総合病院での暴力的な統合失調症患者の調査などの調査が必要と言
える。 
